
 
 

様式第２２（第２５条関係） 

 
 

先端設備等導入計画に係る認定申請書 
          
          

   令和７年１０月２０日 
          
          
 岐阜市長 柴橋 正直  様 

 
 

住    所   〒０００－００００ 
         東京都千代田区霞ヶ関１－３－１ 
名 称 及 び  株式会社中小企業 
代表者の氏名  代表取締役 中小 太郎 

 
 
 
 中小企業等経営強化法第５２条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を

受けたいので申請します。 
 
 
（備考） 

 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  

 

（記載要領） 

 申請者は以下の要領に従って、先端設備等導入計画の必要事項を記載し、中小企業等経営強化

法第５２条第４項の認定要件を満たすことを示すこと。 

 申請者名は、共同で先端設備等導入計画を実施する場合においては、当該計画の代表事業者の

名称及びその代表者の氏名を記載し、代表事業者以外の先端設備等導入計画参加事業者について

は、申請書の余白に事業者名を記載すること。 

１ 名称等 

正確に記載すること。ただし、法人番号については、個人事業主等、法人番号が指定されて

いない者は、記載不要とする。 

「主たる事業」の欄には、日本標準産業分類の中分類を記載すること。 

２ 計画期間 

３年間以上５年間以内として定めること。 

３ 現状認識 

記載例



 
 

  
 

 
 

  
   
     
   
   
   
   

 
  

     
 

  
 

 
 

 
 

 

 
 

  
 

 

 



 
 

 

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

   
 
 

 
 

    
            
          
          
          
      

 
   

 
  

 
 

  40,000 1 40,000 1/4 
  15,000 1 15,000 1/4 
  45,000 1 45,000 1/4 
  45,000 1 45,000 1/4 
      

 
    

 
 

 1 40,000 
 1 15,000 

 2 90,000 
   



   
 3 145,000 

 
  

   
  80,000 
  65,000 

   
 
 

  
 

 
 

 


